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環境経営方針 
 

私たちワイルド化成は、事業活動を通じて、住設部品メーカーを中心としたモノづく

り企業へ「良品の安定供給」「モノづくりの後方支援」を主業として、社会の発展・豊か

な暮らしを創造することに貢献します。 

また、社会の一員として、持続可能な社会を作っていくために、自社のみの成長発展

ではなく、サプライパートナーの後方支援を行い、生産性向上に努め、連携体と共に社

会課題を解決していく企業に成長発展していきます。 

その実践のためにも、自立した人物（ヒト）を育成していく土壌を育み、環境経営活

動を通じて社会に貢献していくために、環境経営方針を定め、全社員で環境経営活動を

推進していくものとします。 

 

（1）環境負荷の低減 

 ①二酸化炭素（kg-CO2）排出量の低減 

 ②水使用量の抑制 

 ③産業廃棄物の法令順守および廃棄物分別推進による廃棄量の削減 

に重点を置き、継続的な環境改善に取り組みます。 

（2）社会貢献活動(CSR)の推進 

最適な生産管理・物流管理で環境負荷を低減するとともに、 

包装改善・簡易包装の推進・通函化推進により、サプライチェーン全体で出る 

廃棄物の減量に取り組みます。 

（3）環境経営活動の推進  

全社員で環境活動意識向上に努めるとともに、環境マネジメントシステムを活用して、経営感覚を

身に着けるように取り組みます。 

また、社内だけでなく、生産性向上及び廃棄物の減量に務めるよう、サプライパートナーとの連携を

強化していきます。 

（4）環境に関する法規制等を遵守します。 

   事業活動で発生する産業廃棄物の適正処理に努めます。 

令和 4年 7月 25日 

ワイルド化成（株） 代表取締役社長 

宮崎 耕造 
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Ⅰ 事業の概要 

１．事業所名 ワイルド化成株式会社 
代表者氏名 代表取締役社長   宮崎 耕造 
 

２．所在地  〒800-0233 福岡県北九州市小倉南区朽網西 1-6-3 
 
３．環境管理責任者名 宮﨑 耕造 
  連絡担当者名   

連絡先     TEL：093-474-1211 FAX：093-474-1113 
      Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ contact@wildkasei.com 
 
４．事業の内容 事業活動：住設部品の卸販売 
  ※住設部品とは、水栓金具、電気温水器、手すり・福祉機器等  
 
５．事業の規模 

 
   

S63 年 9 月 片野新町にて創業 
H23 年 5 月 木山ビル 107 号 69 ㎡ 

             木山ビル 108 号 49 ㎡を借用する 
H24 年 5 月 新事務所に移転する  

         事務所延面積 201.88 ㎡ 
            作業所･倉庫延面積 665.78 ㎡ 
  R6 年 2 月   現在地に増築 2 階建て新棟 206.32 ㎡＋平屋建て工務棟 12.6 ㎡ 
         外部テナント賃貸（くさみ一木ビル）88.71 ㎡ 解約  
  

 
 ６．事業年度 ８月１日～翌年７月３１日 
 
 ７．認証・登録範囲 本社および全事業活動 
   認証・登録番号 0000361 
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Ⅱ 組織図及び認証・登録範囲（認証・登録範囲は以下の通り） 

作成日 作成者 

R6.9.30 宮崎 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
＜役割分担表＞ 

 氏名 所属 役割・責任・権限・使命 

宮崎耕造 
環境管理責任者 

代表取締役社長 

全体の統括、環境方針の設定、全体の評価と見直し EA 活動に必要な指示

を行う。 

全体の把握/環境経営システムを構築・運用する 

  
EA21委員会 

（月次経営会議） 
四半期振り返りの結果を 3 か月に 1 回 月次経営会議の際に行い、環境経

営目標の達成状況及び活動計画の実行状況 PDCA サイクルを回す。 

 EA21 事務局 
EA21 文書及び記録類の作成・維持・管理 

毎月の電気・水道などの使用量・廃棄物処理量の把握と記録の管理 

産業廃棄物マニフェストの管理 

 品質管理 産業廃棄物マニフェストの管理 

 事務 

毎月の電力・水・廃棄物（使用料・処理費用）の記録 

事務所 5S 活動推進による探す手間の削減、 

購入備品のムダの削減（コスト削減） 顧客向け商品の適正な在庫管理 
 

 業務 

5S 活動による業務改善（3M の排除）・生産性の向上 

過剰在庫・不良品（廃棄物）の削減、通函化・簡易包装の推進 

廃棄物のリデュース・リユース・リサイクル推進 

 物流 

車燃料（ガソリン・軽油）消費量削減、エコドライブ推進、 

配送ルートの効率化、配送のムダの撲滅 

配送車の毎日の洗車（節水） 

※認証登録範囲は全社です 
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EA21 実施体制(組織図) 

環境管理責任者 
代表取締役社長 

宮崎耕造 

EA21 事務局 

＜事務・営業＞ ＜業務＞ 
 

＜物流＞ 

＜品質管理＞ 



  

Ⅲ R6 年度環境経営目標及び中期環境経営目標 
＜環境経営目標＞ 
1）二酸化炭素排出量 
令和 4 年度に続き、令和 5 年度も、電気代・燃料代・エネルギーの高騰が続いており、環境負荷だけでなく経営上も、

電気使用量・化石燃料の削減の必要性が高まっている。ただし、令和 6 年 2 月に増築により事業規模が拡大したため、

令和 6 年度については、大きな削減の計画・目標設定ではなく、増築による電気・電灯使用量の実績把握を行うことと

する。 
 令和 5 年度までは、削減目標を毎年の売上目標に応じた値を設定していたが、出荷数量に応じた削減目標の方が正し

い実態を示すため、令和 5 年度出荷数量の実績を取ったものから、毎年の経営計画で出荷数量目標を定めて各項目の目

標を設定するように変更する（出荷が減れば商品仕入も減り、その製品を生み出すためのエネルギーや配送にかかる燃

料も減るというシンプルなロジック）。 
国内市場では、人口減少の中で、出荷数量の減少を止めることは難しいため、経営計画では、お客様に付加価値を提

供する方針。やみくもに商品を増やすのではなく、粗利益額を多く稼げる商品を増やしていくことで、持続的な成長を

描いていくことを目標に掲げている。 
 令和 7 年度以降は、太陽光発電による自家発電や、夏季は倉庫内温度が 40 度を超える旧棟（倉庫棟）の外壁および

屋根の断熱塗料施工により、社員が働きやすい環境と持続可能な環境を両立することを計画していく。 
2)水使用量 
事業拡大（増築）の影響が図れていないことと、3 年連続前年より水使用量を削減できていることから、令和 5 年度

で取り組んだことを引き続き継続して、過去 3 年の平均使用量を目標設定して、現状の使用量を維持する計画。 
3)廃棄物の削減 
 二酸化炭素排出量の削減同様、出荷数量に応じた目標設定に変更 
 また、合わせて令和 4 年度から取り組んでいる在庫削減により、無駄な商品仕入や改廃時の廃棄物が増えることを見

直していくことで廃棄物の削減を進める計画。 
4) 5S 活動（品質改善活動）については、令和 6 年度からは環境経営の計画・目標には入れず、経営計画として品質改

善活動を行うことに変更する。 

 

注記：二酸化炭素排出量の計算に使用した購入電力の排出係数は、九州電力㈱の平成 28 年度係数 0.483 を使用している。 

  社内での化学物質は使用が無いため、削減目標には掲げていない。 
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Ⅳ R6 年度 環境経営計画 
令和 5年度の環境経営計画から、目標設定を大きく変更したことと、環境経営に関わる活動計画に絞って、実

行度を上げていく。また、エアコン設定温度は、夏季の環境温度の上昇から、活動するうえで現実的なエアコン

温度の設定に変更する。 
 
1. 二酸化炭素排出量削減の為の取り組み目標と方法 

1）電気使用量の削減  

 ・節電意識の向上 

・昼休み及び不使用時の照明消灯の励行 

・事務所     エアコン運転温度の設定 夏 25℃、冬 23℃  

・旧棟（倉庫棟） エアコン運転温度の設定 夏 22℃、冬 24℃ 
・新棟（増築棟） エアコン運転温度の設定 夏 24℃、冬 22℃ 

 ・クールビズ（5 月～10 月）、ウォームビスの励行（11 月～3 月） 

・定時時間での終業 

・3 ヶ月ごとのエアコンフィルター清掃 

・未使用部屋・電気消灯・エアコンストップの管理 

・週末・長期休暇前にコンセントを抜く 

2）ガソリン・軽油の使用量削減   

・エコドライブ実践、アイドリングストップ励行 

 ・配送ルート効率化 

3）LPG 使用量の削減  

 ・夏季（4 月～10 月）のガス元栓を閉める 

2. 総排水量の削減  

・節水意識の向上 

・社用車・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄの清掃はバケツに汲み置きの水で行う 

・手洗い時、止水励行 
・社内広場の清掃活動時は、バケツの汲み置きの水で行う 

3. 廃棄物の削減 
・一般廃棄物の削減 
 資源ごみの分別による一般廃棄物の削減 
・紙廃棄物の削減 
購入品の簡易包装化 

 紙資材（段ボール・緩衝材）のリユース 
 会議資料などの電子化・ペーパーレス化 
 紙印刷物の不良在庫削減（適正な在庫管理） 
・通函化による包装資材削減 
・産業廃棄物（廃プラスチック）の削減  
・産業廃棄物廃棄量の実績把握、マニフェストの管理・保管 

4.外注輸送費の削減 

 ・宅配便（小倉運送・ヤマト運輸）の小口まとめ発送 

 ・外注輸送熊本便積載効率アップ 年 10 回減便 
5.在庫削減 
 ・新規見積時の商品仕入ロット見直し（改廃時の廃棄ロス防止） 
 ・出荷量が減っている商品の商品仕入ロット見直し 
6.環境関連法規の順守 

・フロン排出抑制法に従い定期的なエアコン点検の実施 
7.BCP 防災訓練の実施（9 月～11 月） 
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Ⅴ 環境経営目標の実績と達成率 

 

注記：二酸化炭素排出量の計算に使用した購入電力の排出係数は、九州電力㈱の平成 28 年度調整後排出係数 0.483 kg-CO2/kWh 

を使用した。 
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＜売上高と二酸化炭素排出量の推移（R1 年～R6 年）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜環境目標ごとの推移（R4 年～R6 年）＞ 
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＜廃棄物の推移（R4 年～R6 年）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜実績・達成率評価＞ 

【二酸化炭素排出量・エネルギー関連】  

令和 6 年 2 月の新棟増築および、夏場（8 月～11 月上旬）の記録的な酷暑と残暑の影響により、エネルギー

消費量が大幅に増加した。 特に電力（動力）については、増築による空調設備の増加に加え、熱中症対策など

安全衛生の面から現場判断でのエアコン使用を優先した結果、大幅な目標未達（達成率 63.6％）となった。電灯

についても、新棟は LED 化されているものの、床面積の増加（増築）に伴うベースアップにより目標未達（達

成率 81.4％）となっている。 

化石燃料については、ガソリン（達成率 91.9％）、軽油（達成率 96.0％）ともにわずかに目標未達となった。

営業活動および配送業務の稼働に伴うものではあるが、エコドライブやルート効率化の徹底が引き続き求めら

れる。全体の結果として、電力使用量の大幅増が響き、二酸化炭素排出量は目標未達（達成率 82.0％）という厳

しい結果となった。 

【物流関連】  

外注輸送費については、「物流の 2024 年問題」による運賃高騰の懸念があったが、宅配便の小口まとめ発送

や、熊本便の積載効率向上（減便）など、現場での地道な工夫によりコスト抑制に成功し、目標を達成（達成率

104.6％）した。 

【水使用量】  

水使用量の削減については、目標を達成（達成率 110.5％）した。社用車・フォークリフトの清掃時にバケツ

の汲み置き水を徹底したことや、前年度発生した特殊な清掃（駐車場等の鳩糞清掃）が今年度は発生しなかった

ことが、安定した使用量抑制につながった。 

【廃棄物】  

廃棄物削減については、品目により結果が分かれた。 一般廃棄物は、事務所リニューアルに伴う断捨離や分

別活動が進んだことで目標を達成（達成率 106.6％）した。 紙資源ごみについては、ペーパーレス化の定着お

よび FAX（複合機）入れ替えが功を奏し、大幅な削減（達成率 132.0％）を達成した。 一方で、廃プラスチッ

ク（産廃）については、5S 活動の一環として、倉庫内に滞留していた不要なプラ箱（手すり・台座用など）を

一括廃棄したため、一時的に排出量が急増し、目標未達（達成率 56.9％）となった。ただし、これは適正な分

別・処理の結果であり、今後の在庫適正化に向けた前向きな処理であると評価する。 
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Ⅵ 次年度の環境経営目標及び環境経営計画 

＜環境経営目標＞ 
1）二酸化炭素排出量 
令和 6 年度は、敷地内増設（新棟建設）により事業規模が拡大しましたが、それに伴い電気・電灯の使用量が大幅に

増大しました。一方で、新規商品採用により出荷数量は増加したものの、付加価値の低い商品構成となり、粗利益が増

えず業績が悪化するという「繁忙貧乏」な状況に陥りました。 
これを踏まえ、令和 7 年度は以下の通り方針を転換し、環境目標を設定します。 
1.「待ち」から「攻め」への転換:  
減少一途の国内住宅設備市場において、既存顧客深耕だけでは十分な粗利益を確保できないため、強みを活かして新

たな領域を攻める方針に転換します。 
 
2.  エネルギーコストの抑制（行動変容）: 
収益悪化の中、生産性向上・付加価値向上（営業 DX、ハンディ端末等）以外の設備投資は控えるため、計画してい

た太陽光発電による自家発電の導入は「保留」とします。その代わり、残業削減と無駄の排除により、増大した電気・

電灯使用量を抑制します。 
 
3.  物流・生産体制の効率化: 攻めの営業によりガソリン使用量は増加を見込みますが、敷地内増設による「1 拠点

一貫生産体制」の確立と配送効率化により、軽油（配送用）の使用量は削減を目指します。 
 
目標値は、R6 年度の実績（見込み）をベースに、R7 年度の経営方針（攻めの営業、拠点集約効果）を加味して設定

します。引き続き、指標は売上高ではなく、より実態を表す出荷数量（および生産活動）ベースで管理します。 
 
それに合わせて、適正な在庫管理を行い、商品改廃時に過剰な廃棄を出さない仕組み作りを進めます。 
 
外注輸送費の削減目標については、近年の運賃上昇理由が、燃料代以上に人件費理由のため、環境経営目標とは適さ

ないため、R7 年度からは、目標から除外する。 
 

 
注記：二酸化炭素排出量の計算に使用した購入電力の排出係数は、九州電力㈱の平成 28 年度係数 0.483 kg-CO2/kWh を使用している。  
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＜環境経営計画＞ 
令和 6年度の環境経営目標に基づき、 
5.外注輸送費の削減を除外する。 
2.ガソリン・軽油の使用量削減のうち、主に軽油の削減を管理する。 
4.在庫削減を出荷に応じた適正在庫管理をする 
 
1. 二酸化炭素排出量削減の為の取り組み目標と方法 

1）電気使用量の削減  

 ・節電意識の向上 責任部署：事務所（事務課）、倉庫棟（業務課） 

・昼休み及び不使用時の照明消灯の励行 責任部署：事務所（事務課）、倉庫棟（業務課 業務係） 

・事務所     エアコン運転温度の設定 夏 25℃、冬 23℃  責任部署：事務課 

・旧棟（倉庫棟） エアコン運転温度の設定 夏 22℃、冬 24℃  責任部署：業務課 製品部品係 
・新棟（増築棟） エアコン運転温度の設定 夏 24℃、冬 22℃  責任部署：業務課 内装材係 

 ・クールビズ（5 月～10 月）、ウォームビスの励行（11 月～3 月） 責任部署：営業部 

・定時時間での終業  責任部署：営業部 

・6 ヶ月に 1 回（6 月、12 月）の月末にエアコンフィルター清掃 責任部署：事務所（事務課）、倉庫棟（業務課 業務係） 

・未使用部屋・電気消灯・エアコンストップの管理 責任部署：事務所（事務課）、倉庫棟（業務課 業務係） 

・週末・長期休暇前にコンセントを抜く 責任部署：事務所（事務課）、倉庫棟（業務課 業務係） 

2）ガソリン・軽油の使用量削減   

・エコドライブ実践、アイドリングストップ励行 責任部署：営業部 

 ・配送ルート効率化 責任部署：業務課 物流係 

3）LPG 使用量の削減  

 ・夏季（4 月～10 月）のガス元栓を閉める 責任部署：事務課 

2. 総排水量の削減  

・節水意識の向上 責任部署：事務課 

・社用車・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄの清掃はバケツに汲み置きの水で行う 責任部署：営業部 

・手洗い時、止水励行 責任部署：事務課 
・社内広場の清掃活動時は、バケツの汲み置きの水で行う 責任部署：営業部 

3. 廃棄物の削減 
・一般廃棄物の削減 
 資源ごみの分別による一般廃棄物の削減 責任部署：事務所（事務課）、倉庫棟（業務課 業務係） 
・紙廃棄物の削減 
購入品の簡易包装化 責任部署：業務課 内装材係 

 紙資材（段ボール・緩衝材）のリユース 責任部署：業務課 内装材係 
 会議資料などの電子化・ペーパーレス化 責任部署：事務課 
 紙印刷物の不良在庫削減（適正な在庫管理） 責任部署：事務課 生産管理係 
・通函化による包装資材削減 責任部署：業務課 製品部品係 
・産業廃棄物（廃プラスチック）の削減 責任部署：業務課 製品部品係 
4.在庫削減 
 ・新規見積時の商品仕入ロット見直し（改廃時の廃棄ロス防止）責任部署：営業部 
 ・出荷量が減っている商品の商品仕入ロット見直し 責任部署：事務課 生産管理係 
5.環境関連法規の順守 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
産業廃棄物廃棄量の実績把握、マニフェストの管理・保管 責任部署：業務課 品質管理係 

・フロン排出抑制法 
・3 ヶ月に 1 回（4 月、7 月、10 月、1 月）の月末にエアコン簡易点検 責任部署：業務課 

6.BCP サイバーリスク・防災訓練の実施（11 月、3 月） 責任部署：社長（補佐：安全衛生委員会） 
  7.地域清掃 3 ヶ月に 1 回（5 月、8 月、11 月、2 月）の月初に、周辺道路の清掃活動（ゴミ拾い・草むしり） 全社員参加 

 
※取組期間を特に示していないものは、通年の活動 
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Ⅷ 環境関連法規等への違反、訴訟等の有無 
・環境関連法規等の遵守状況をチェックした結果、運用と実績で問題は見られなかった。 
・関係当局・地域住民からの違反などの指摘はなかった。 
 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
  ・フロン排出抑制法 
 

Ⅸ 代表者による全体の評価と見直し・指示 

R6 年度は、R6 年 2 月の増築による事業規模の拡大と、継続的な原材料価格高騰、燃料代・電気代の高騰というコ

スト増大の環境下で活動を実施しました。特に、増築と夏季の酷暑の影響により、電力使用量が増大し、二酸化炭素排

出量全体の目標達成率が未達（82.0%実績見込み）に終わったことは重大な課題です。 

また、R6 年度までの経営環境は厳しく、労働生産性の低下が課題となっており、既存事業（住宅設備製品製造メー

カー向けの調達機能）の受注量は減少傾向にあります。 

次年度、R7 年度（R7.8～R8.7）においては、この厳しい状況を打破するため、「行動にコミットする！」というス

ローガンのもと、経営全体と環境経営の発展・強化を目指します 。これは、エコアクション 21 が目指す、環境への

取り組みを経営に位置付け、事業者の成長を加速させるという理念とも合致するものです。 

R7 年度の具体的な経営革新と、それに連動する環境経営への指示は以下の通りです。 

 

1.人に依存しない品質保証体制の構築と生産性向上: 労働生産性の低下を克服するため、キーエンスのハンディリ

ーダーを導入し、ダブルチェックを不要とする品質保証体制の構築を進めます。これは、無駄な作業の排除や業務

効率化（勤務時間の適正化）に繋がり、環境経営におけるコスト削減という課題と生産性向上というチャンスに直

接貢献します。 

2.環境負荷削減への集中の徹底: 限られた経営資源の中で最大の効果を出すため、R6 年度で決定した通り、環境経

営活動の「選択と集中」を徹底します。目標は引き続き出荷数量に応じた削減目標に切り替え、二酸化炭素排出量、

水、廃棄物の削減に集中し、成果を出すこと。 

3.抜本的改善の推進: R7 年度以降の計画として掲げた、太陽光発電導入については、生産性向上、付加価値向上以

外の設備投資については投資を控えるため、計画を保留。代わりに、R5 年から問題となっていた旧棟への断熱塗

料施工を行い社員の熱中症対策を行う共に、冷暖房効率向上を進める。 

 

これらの指示に基づき、環境経営システム（EA21）を効果的に活用し、経営改善と環境負荷低減の両面で成果を出

すことを求めます。 
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